
書式第 12号 (法第 28条関係)

事 業 報 告 用

令和元年度 事 業 報 告 書

墨重≧差壁望巴塵重蛙圭塾重望二三菫ュ:2ェ クト

1 事業の成果
元年度は、各事業においてそれぞれ、従前通り事業の拡充と人材育成、地域ネットワーク構築を図り、

地域課題に積極的に取り組んだ結果、各事業ともに安定した事業が行われ成果を見ることができた。

年度末に新型コロナウイルス感染拡大防止のため、各事業にも影響が出たが、対策を早めにとり、実行

できたことにより、収益自体は大きく落ち込むことがなく年度末を迎えることができた。

2年度への影響が心配されるが、今回の危機を経験したことで、今後も対策をたて、計画的に減収を最

低限に抑えることを期待している。

障害者就労移行支援事業では、年間を通じて職員の内部研修、外部研修が積極的に実施され、 4事業

所とも就労した障害者は、安定的に就労を継続している。7月 に千歳台事業所の分場という位置づけで

下北沢分場を開設し、アクセスのよさのため新規の利用者増につながった。今後、千歳台事業所の位置

づけは世田谷区と協議しながら方針を固めていく予定である。

新型コロナウイルス感染拡大防止のため、各事業所では、在宅訓練を実施。職員も可能な範囲でテレワ

ークに切り替え、新しい訓練の形を確立することができた。厳しい環境のなかでも、訓練を修了し、就

労した訓練生の数に比べ、新規で入所する訓練生が落ち込んだため、次年度への影響がでる可能性があ

る。

障害者総合支援法内の就労定着支援事業は、主にさら就労塾の卒業生を対象としたさらばれカフェ (食

事会)の運営、スキルアップ研修や相談受付などを年間を通して実施し、就労を安定して継続する支援

を行うことができた。

講習会事業及び、サポート事業要員養成。派遣事業及び、施設管理及び受付業務の受話事業では、2年

目を迎えたゆうゆう西荻北館の運営は、あるべき姿に戻すことと、利用者、参加者とのコミュニケーシ

ョンをはかり、信頼関係づくりに注力し、新たな拠点の基盤づくりを行った。他 2館の管理・運営は従

来通り安定的に行うことができた。

2 事業の実施に関する事項
(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用 【269,094】 千円)

定款に記載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者

人数

受益

対象者

範囲

受益

対象者

人数

事業費

(千円)

講習会事業及
び、サポー ト

事 業 要 員 養
成 。派遣

高井戸東プラット

杉並区との協働による
「生きがいづくり」
「仲間づくり」
「生涯学習」をテーマ

にした各種講習及びイ
ベントの開催

4月 ～2月

2/20よ り

中止

杉並区 12名 一般市民 3,976ノムヽ 1,881



方南プラット

杉並区との協働による
「生きがいづくり」
「仲間づくり」
「生涯学習」をテーマ

にした各種講習及びイ
ベントの開催

4月 ～2月

2/20よ り

中止

杉並区 12名 一般市民 2,380′ハ、 1,195

西荻北プラット

杉並区との協働による
「生きがいづくり」
「仲間づくり」
「生涯学習」をテーマ

にした各種講習及びイ
ベントの開催

4月 ～2月

2/20よ り

中止

杉並区 10名
一般市民 2,497人 1, 303

施設管理及び

受付業務の受
託事業

ゆうゆう高井戸東館
杉並区立ゆうゆう高井

戸東館の受話運営

4月 ～3月

3/3よ り臨

時休館

従事者は

待機

杉並区 5名 一般市民 12,156人 7,598

ゆうゆう方南館

杉並区立ゆうゆう方南

館の受託運営

4月 ～3月

3/3よ り臨

時休館

従 事 者 は

待機

杉並区 5名 一般市民 9,013人 7,777

ゆうゆう西荻北館

杉並区立ゆうゆう方南

館の受託運営

4月 ～3月

3/3よ り臨

時休館

従 事 者 は

待機

杉並区 5名 一般市民 16,298人 7,765

障害者自立支

援法に規定さ

れた移行支援
事業

さら就労塾@ぽればれ
運営/千歳台
障害者総合支援法内の

障害者就労移行支援事

業

4月 ～3月
世田谷

区
4名
世田谷区

在住の

障害者

3,978´人 38,302

さら就労塾@ばればれ
運営/下北沢分場
障害者総合支援法内の

障害者就労移行支援事

業

7月 ～3月
世田谷

区
3名
世田谷区

在住の

障害者

※千歳台に

含まれる
25, 194



障害者自立支
援法に規定さ

れた移行支援
事業

さら就労塾@ぱればれ
運営/池袋
障害者総合支援法内の

障害者就労移行支援事

業

4月 ～3月 豊島区 7人 障害者 3,989′ハ、 58,045

さら就労塾@ぼればれ
運営/秋葉原
障害者総合支援法内の

障害者就労移行支援事
業

4月 ～3月 台東区 7人 障害者 4,082人 52,221

さら就労塾@ばればれ
運営/横浜
障害者総合支援法内の

障害者就労移行支援事

業

4月 ～3月 横浜市 7人 障害者 5,092人 55,484

障害者自立支

援法に規定さ

れた定着支援

事業

さら就労塾@ぽればれ
運営/千歳台
障害者総合支援法内の

障害者就労定着支援事

業

4月 ～3月
世田谷

区
1 1
1 /ヽ
就労した

障害者
90人 1,500

さら就労塾@ぽればれ
運営/池袋
障害者総合支援法内の

障害者就労定着支援事

業

4月 ～3月 豊島区 1人
就労した

障害者
113人 3,279

さら就労塾@ぽればれ
運営/秋葉原
障害者総合支援法内の

障害者就労定着支援事

業

4月 ～3月 台東区 1人
就労した

障害者
101人 3,027

さら就労塾@ぱればれ
運営/横浜
障害者総合支援法内の

障害者就労定着支援事

業

4月 ～3月 横浜市 1人
就労した

障害者
182人 3,294

目的達成のた
めの事業

書籍・電子書籍出版
「発達障害の方が上手
に働くための本」翔泳

社 重版
「ちょっとしたことで

うまくいく 発達障害
の人が会社の人間関係

1月 ～ 12

月
全 国 2人 一般市民

20,641冊

電子書籍版

12,068冊冊

含む

1 229



で困らないための本」

翔泳社
出版/重版



書式第 13号 (法第 28条関係) 事 業 報 告 用

令和元年度 活動計算書 (その他事業が△塾場合)
特定非営利活動法人さらプロジェクト

(2)その 82,585,732

期首棚卸高

期末棚卸高

会議費
交際費
会場費
旅費交通費
講師交通費
利用者通勤費
利用者交通費
通信費

荷造運賃発送費

広告宣伝費
消耗什器備品費

消耗品費
事務用品費
修繕費
新聞図書費
研修費
印刷製本費

車両費
水道光熱費
支払地代家賃

賃借料
保険料
諸会費

130,464
-97.664

307, 183

0

6,340,

183,

5.468,

275,

1,614,

103.

1,310.

2,238.

1, 128,

3.604.

470,

25.

1.563,

01

1381

0581

665.

899

8981

4191

5561

513

014

780.

4861

2101

260

316.

0001

5471

1681

0

3,

35,

183,000

168,0001

15,000
正会員受取会費
一般会員受取会費

地域・企業・団体向け講習の企画・運営・コンサルティング事業収益

講習会事業及び、サポート事業要員養成・派遣事業収益

施設管理及び受付業務の受託事業収益
障害者総合支援法に規定された就労移行支援事業収益

障害者終了支援法に規定された就労定着支援事業収益
その他目的を達成するための事業

242, 778, 354

14,236.518
1,715.161

30,293.59
196.533.08

受取人件費補助金

受取運営費補助金

受取家賃補助金

受取地方公共団体助成金

受取民間補助金

000
000
000
959
980

25, 170, 939金等

5 その他の収益
受取利息

雑収益

184, 138

368

183,770

4 1268,31

「業費

給料手当
賞与
雑給
訓練生工賃
退職給付費用
法定福利費
福利厚生費

149,352,428
9,230.610
2,468,4341

170,3511

902,4431

23.902,803
481,224

186.508,293
1

B

3,788,351
120,000



支払手数料
外注費
租税公課

減価償却費
業務委託費
講習材料費
書籍仕入

慶弔費

雑費
雑損失

3,839,664
187,137

1,351,750
2,259,672
6,262.200
612,780

0

10,000

76.898

370

269,0 25

会議費

旅費交通費

通信費
公告宣伝費
消耗品費
賃借費
新聞図書費
保険料
支払手数料
租税公課

雑費

21,940
1,062

49,386
378

5,238

0

86,354
150

1.800

0

2,400,000

2,400,000

176, 258

，

一

1

2 576 258

2 その他

役員報酬

10,0001

271,670,283
-3,353.852A B

C

118 943

,こ却益

過年度損益修正益
両 118,943

0

D

益 正

災害損失
定資産売

― 【D】
~三
.。 ② li8 942C

1顧~顧~蓮戸て戸 ・・・③ -3 234 910: ,前 当 期 正 味 財 i

294. 549

73,361,263
人税、住民税及

69,831,804+』 1曖  菫



書式第 15号 (法第 28条関係)

令和元年度 貸借対照表
事 業 報 告 用

特定非営利活動法人さらプロジェクト

計ヽ・ 合計

|資 産 の 部

現金預金
未収金

前払金

貯蔵品
仮払金

19,343,014
36,965,938

0

97,664
255,000

661 16

建物付属設備
車両運搬具

什器備品
一括償却資産
保険積立金
長期前払費用

8,045,1261

01

424,926

169,9791

18,664,041.

1. 157,760 28,461.832

形 固

522,000 522,000ソフトウェア

2

15,731,81815,731,818
(3)投資その他の資産
敷金

44.715. 650

101,377.266【A】 資 ①+②産 合 計

31.545,462

，

一

+

1

0

462

31 545 462

B-1

未払金

預り金

前受金

仮受金

未払法人税等

長期借入金
退職給付引当金

8001

344'

000

818

500

29,17
1,86

B-2 の

正

産

73 361 263前
529 459

繰

正

負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 +【 8-2】 101.377.266【B】

】 角 倍 の 部



書 第 16 28

令和元年度  計算書類の注記 事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 さらプロジェクト

1.重要な会計方針
計算書類の作成は、 NPO法人会計基準  によっています。

(1)棚卸資産の評価基準及び評価方法
市場価格を基準

(2)固定資産の減価償却の方法
定率法による

(3)引 当金の計上基準
・ 退職給付引当金

退職給付に備えるため、間期末における退職給付責務に基づき当期末に発生していると認められる金額を

計上。なお、退職給付債務は期末自己都合要支給額に基づき計算
・ 引当金

該当なし

(4)施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理
該当なし

(5)消費税等の会計処理
税込方式で計上している

2.事業別損益の状況

福祉事業 本部事業 事業部門計 管理部門 合計科 目 収益事業 非収益事業

183,000 183,000
0

0

0

0

30, 293, 592

1,845,469

0

0

23,922,959

210,769,601
53,830

268.316.4311.247.980 234,746.390 268,133,431 183,00032,139,061

2,400,00

66

2.400.000 188.908.293163.272.012 186,508,29323.236,281

317,183

6,362,078
0

2,259,672
37,316

73,785,741

22,547

627,049
0

0

37,316
4,824,509 2 1

284,636

5,693,544
0

2,259,672

0

68,535,025

0

307,183

6,340,138
0

2,259,672
37,316

73,641,423
176.258 82.761,990301,434 76.772,877 82,585,7325,511,421

271,670.283269,094,025 2,576.25828,747,702 301,434 240,044,889
-5,298,499 囲囮

I 経常収益
1.受取会費
2.受取寄附金
3.受取助成金等
4.事業収益
5.その他収益
経常収益計
Ⅱ 経常費用
(1)人件費
給料手当

役員報酬

退職給付費用

福利厚生費

人件費計
(2)その他経費
会議費

旅費交通費
施設等評価費用

減価償却費

印刷製本費

その他経費計
経常費用計

当期経常増減額 ■目駆■団■■四 団 ■■■団Π団■l口駆駆曰田■亜嘔巨団

金額 算定方法内容

3.施設の提供等の物的サービスの受入の内訳
( )



備考当期減少額 期末残高内容 期首残高 当期増加額

合計

4.使途等が制約された寄附金等の内訳
使途等が制約された寄附金等の内訳 (正味財産の増減及び残高の状況)は以下の通りです。
当法人の正味財産は   円ですが、そのうち   円は、下記のように使途が特定されています。
したがって使途が制約されていない正味財産は   円です。

:円 )

5.固定資産の増減内訳

6.借入金の増減内訳

7.役員及びその近親者との取引の内容
役員及びその近親者との取引は以下の通りです。

その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために必

要な事項

事業費と管理費の按分方法

（
０

期末帳簿価額期末取得価額 減価償却累計額期首取得価額 取得 減少科 目

4 4

1606

1

1,093,060

0

0

0

15,731,818
25,615,986

44 715,65042,440,865 団日 田亜団日 2日

有形固定資産

車両運搬具

什器備品

無形固定資産

投資その他の資産

敷金

合計 ■菫駆厠田■騒回口田

期末残高当期借入 当期返済期首残高科 目

合計

内、役員と
の取引

内、近親者

及び支配法
人との取引

計算書類に

計上された

金額
科 目

(活動計算書)

活動計算書計

(貸借対照表)

貸借対照表計

その他の事業に係る資産の状況



書式第 17号 (法第 28条関係)

令和元年度 財産目録
事 業 報 告 用

特定非営利活動法人さらプロジェクト

13,348.548
0

15,831.252

未払金

給与
社会保険料
その他

預 り金

源泉徴収税

__________L_ 目 ′ ヽ 計

現金預金
手元現金
りそな銀行井荻支店普通預金
三菱東京UFI銀行荻窪支店普通預金
みずほ銀行経堂支店普通預金
みずほ銀行池袋西日支店普通預金
みずほ銀行荻窪支店普通預金
みずほ銀行池袋西日支店普通預金

489.477
7, 137.647

489,477

行
行
行
行

行
行
行

銀
銀
銀
銀
銀
銀

銀

よ

よ

よ

よ

よ

よ

よ

ち

ち

ち

ち

ち

ち

ち

う

う

う

う

つヽ

つヽ
■
つ

ゆ

ゆ

ゆ

ゆ

ゆ

ゆ

ゆ

(千歳台)

2,9

1

2,9

9

6

6

8

1

4

2

1.5

261

342

584

832

346

638

490

000

002

037

739

619

(世田谷区預かり金)
(秋葉原 )
(横浜)
(千歳台工賃)
(池袋工賃 )
(秋葉原工賃 ) 18 853 537   19,343,014

未1増

L:暮警壼蔓嚢ご電製層蒼Я電話房参葎竪菫事業未収金
2, 102,265

34,863,673 36,965.938

0

97.664

前払金 01

貯蔵金

仮払金 「
~~255:雨
而「
~~~255b00

37,318.602

5 661 616

2 定

建物付属設備
什器備品
一括償却資産

8.045.126
424,926
169,979

保険積立金

長期前払費用

18.664,041
1. 157,760‐    28,461,832

2) 形固
ソフトウェア 522.000 522,000

3 の の

敷金

千歳台事業所

池袋事業所
秋葉原事業所

横浜事業所

3,090,000
4.151,334
3.412.000             1
5,078,484'15,731,8181

:01,377.266【A】 資 ①十②産 合 計

3-1】 負 債 の 部

0

29, 179,800

1



区谷

他
田

の

世

そ

前受金

仮受金

未払法人税等

1,866.3441

0

202.000

2.818

1,866,344

202,000

2,818

294.500

31,545,462

:

長切阜く普舞借入金

退職給付引当金

職員

つ

一

31, 545,462【B-1】 負 ③+④債 合 計

【B-2】 正 味 財 産 合 計 【A】 ― 【B-1】 69,831,804

h色借合計  ・・・③



書式第 18号 (法第 28条関係)

事 業 報 告 用

令和元年度年間役員名簿 (前事業年度において役員であったことがある全員の氏名及び住所又は居所並

びにこれらの者についての前事業年度における報酬の有無を記載した名簿)

特定非営 11活動法人さらプロジェクト

1 確認事項 (法第20条及び第21条を確認の上、チェックを入れてください。)

日以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係 )
Z各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第 21条関係)

2 役員一覧

役 名
どちらかに○

(フ リガナ)

氏   名
住 所 又 は 居 所

前事業年度内の

就任期間

報酬を受けた期間

(該当者のみに記入)

1 匡ヨ・監事
ネモト

根本

カス・エ

一恵

令和元年4月 1日

令和2年 3月 31日

令和元年4月 1日

令和2年 3月 31日

2 睡垂]・ 監事
サトウ

佐藤

チエ

智恵

令和元年4月 1日

令和2年 3月 31日

年

年

月

月

日

日

3 巨∃・監事
オカノ  ヨシヨ

岡野 佳子

令和元年4月 1日

令和2年 3月 81日

年

年

月

月

日

日

4 巨ヨ・監事
カワク'テ   イクヒロ

川口 育廣

令和元年4月 1日

令和2年 3月 31日

年

年

月

月

日

日

5 睡∃・監事
ヤスオ  マサミ

安尾 真美

令和元年4月 1日

令和2年 3月 31日

令和元年4月 1日

令和2年 3月 31日

6 匡∃・監事
オカ
.ワ
  ,ヽルヒサ

′l切 1 日青寿

令和元年4月 1日

令和2年 3月 31日

年

年

月

月

日

日

7 理事・[:ヨ
ネツ
・
アキオ

昭男根津

令和元年4月 1日

令和2年 3月 31日

年

年

月

月

日

日

8 理事・監事

年

年

月

月

日

日

年

年

月

月

日

日

9 理事・監事

年

年

月

月

日

日

年

年

月

月

日

日

10 理事・監事

年

年

月

月

日

日

年

年

月

月

日

日



書式第 4号 (法第 10条 。第 28条関係)
設立 。事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿)

特定非営利活動法人 さらプロジェクト

氏   名 住 所 又 は 居 所

根本 一恵

ク

‘ 佐藤 智恵

一
● 川口 育廣

´
４ 大根田 利夫

ｒ
Ｏ 美澄 恵美子

小山 智子´
０

７

，

岡野 佳子

６
０ 秋田 晋作

大田 アキヱ０

０

安尾 真美10

小川 晴寿11

12 高山 篤

天野 晃秀13

14 根津 昭男

1


